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地方鉄軌道活性化・再生に関するセミナー 

「交通基本法と今後の地域公共交通のあり方」 

国土交通省交通計画課長・山口勝弘 

 

 

 

交通基本法の検討の経緯 

 地域の公共交通は、長年厳しい環境にあ

りますが、これに頼って地方の方々の暮ら

しが成り立っている面もありますし、これ

を維持、活性化、再生していくことにつき

ましては、事業者だけではなかなか難しい

し、自治体だけでもうまくいかない。もち

ろん国がいろいろな形でお手伝いさせてい

ただきますけれども、関係者がチームにな

って、スクラムを組んで対応していく必要

がある難しいテーマだと思います。逆に、

ある意味ではチャレンジングでおもしろい

ということも言えると思いますので、ぜひ

今日のセミナーを通じまして新たな知見を

持って帰っていただきまして、それぞれの

地域でご活用頂ければと思っております。 

 昨年民主党中心の政権になりましたが、

かつて民主党が野党の時代に、社民党とと

もに交通基本法案を国会に提出しておりま

した。平成１４年に第１回目の法律案が出

されまして、平成１８年には少し充実され

たものが提出されておりましたが、当時は

成立を見ずに、昨年、衆議院が解散されま

して、この法案自体は廃案になっておりま

す。現在は、来年の通常国会に向けて法案

の検討とそれに関連する施策を検討してお

りますけれども、既に８月末の時点で交通

基本法にかかわる予算も要求を盛り込んで

おります。 

 

交通基本法の制定に向けた視点 

 

 交通基本法については、今日のテーマの

地域公共交通は、当然ながら非常に重要な

分野だと言えますが、交通というと非常に

守備範囲が広いわけですから、例えばまち

づくりとの関係で交通というものをどう考

えていくのか。それから、観光や地域の振

興活性化といった視点で交通というものを

どのようにとらえて改善していくのかとい

うテーマもあると思いますし、さらに、国

全体の競争力、物流基盤なども含め、我が

国の経済成長を支える交通というものも考
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える必要がある。国際交通、航空などもあ

ろうかと思います。国際ハブの議論なども

その一つかと思います。 

 もう一点は、我が国の幹線の交通体系を

見ましても、航空、新幹線をはじめとする

高速鉄道、高速道路と交通体系の整備が進

んでまいりましたが、総合交通体系といっ

た視点も交通基本法の中で位置づけていく

必要があるだろうと思います。 

 それから、環境の問題です。交通の分野

が日本のＣＯ２排出量の約２割のシェアを

占めておりますけれども、そのうち９割が

自動車からの排出量ということで、いかに

自動車からのＣＯ２排出量をコントロール

していくのかが重要です。決して車を敵視

するということではなくて、車を上手に使

い、モビリティを確保しながら同時に環境

問題に対応していくのかというのも、非常

に大きなチャレンジだと思います。 

 今日はテーマといたしまして、地域の公

共交通の話を中心に進めさせていただきた

いと思いますが、とりわけ「地域公共交通

確保維持改善事業～生活交通サバイバル戦

略」を中心にお話しさせていただきたいと

思っております。 

 

21 世紀の社会と交通の課題 

 最初に、高齢化の問題について幾つかデ

ータを確認してみたいと思います。 

現時点で６５歳以上の高齢者が２３％ぐ

らいに達しております。国立社会保障・人

口問題研究所の将来推計によりますと、２

０３０年の時点では３分の１近くの方が６

５歳以上になり、５０年にはそれが４割に

達すると見込まれております。７５歳以上

の方々につきましても、現時点では１０％

程度でございますけれども、２０年後には

２割を超え、５０年には２５％ということ

で、世界に類を見ないスピードで超高齢化

社会が迫っているということだと思います。 

 決してこれは悲観すべきことだけではな

いと思っておりまして、むしろ高齢になら

れてもいろいろな形で社会に参加し、活力

を維持していくことが成熟社会日本として

の２１世紀の大きなチャレンジだと思いま

すので、そういうコンテクストの中で交通

というものをしっかり考えていく必要があ

るのだろうと思います。それから経済産業

省が行った調査で、買い物という視点でど

れだけの方が困っているのかということを

大まかに推計したところ、少なくとも６０

０万人いるだろうというデータもございま

すし、それ以外に病院に行くとか、あるい

はさまざまな形で人々を訪問する、交流の

機会が制約されてしまっているということ

だと思います。 

 社会に参加するという人間としての基本

的な活動の礎として、生活の交通の確保維

持は位置づけられる必要があるということ

かと思います。 
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モータリゼーションが進みまして、地方

部に参りますと、車は一家に２台、３台あ

るというのが当たり前のようになってきて

おります。一方、都市部では相対的に公共

交通が充実しているということですので、

都市部と地方を比べてまいりますと、どれ

ぐらい外出しているかということが公共交

通の整備水準に大きく影響を受けているこ

とが見てとれます。 

 １７年度のパーソントリップ調査のデー

タから見ましても、三大都市圏では、車を

自分で運転される、あるいは家族に運転し

てもらえる、そういう利用が可能だという

方と、そうではなくて自家用車を利用でき

ないという方の、１日当たりどれぐらい外

出されているかというトリップ数の差が１

６％ほどありますけれども、地方都市に参

りますとそれが２６％に広がる。地方では

公共交通が不十分だということで、出たく

てもなかなか出にくいということになって

いるわけでございます。 

 このデータは徒歩とか自転車で外出する

トリップも含まれておりますので、それを

除いたのが下の図５でございます。したが

って、これは自家用車あるいは公共交通、

電車、バスを利用して移動したトリップ数

でありまして、大都市ですと、車を持って

いる方ですと１日１.６回という数字です

けれども、車の利用ができない方について

は、その半分程度、１日に１回未満しか外

出していないというデータがございます。 

 同じデータを地方都市圏で見たときに、

３分の１程度のギャップがあるということ

でありまして、これを見ましても、地方都

市圏で公共交通の整備水準が低いために、

人々の行動にまで影響しているのかという

のがわかるかと思います。 

  

一例で、地方で実際何が起きているのか

というミクロのデータをとりましても、こ

れは中国地方のある中山間地ですけれども、

真ん中の赤い線のところに路線バスが走っ

ておりまして、周辺に市町村の運営するバ

スが運行されているということです。この

赤いバスは民間のバス会社が運営している

わけですけれども、残念ながら廃止せざる



 -4-

を得ないというところに至っている。 

 鉄軌道につきましても、１日当たりの利

用者は高齢者が５６名、通学の高校生が８

１名、通勤で５名ということで、総延長３

６キロの日々の生活の交通手段が廃止され

るという事態に直面している。 

 こういったケースが全国で起きて、総延

長で毎年２,０００キロぐらいのバスが廃

止されています。２,０００キロといいます

と、北は北海道から鹿児島まで１,８００キ

ロぐらいですので、日本を縦に九州の南端

までつないだ距離よりも長い距離が、毎年

バス路線として、運行系統として廃止され

ています。 

 それから、鉄軌道につきましても過去１

０年ほどで６３５キロも廃止されていると

いうことで、こういった状況を何とか食い

とめなければいけない。そうでないと、交

通基本法で仮に移動の権利というようなも

のを位置づけたりしていこうとするのであ

れば、基本法でそういうことを言ったとし

ても現実の世界がついてこない、絵にかい

たもちになるということで、それだけ具体

的な施策をしっかり打ちませんと、そうい

う理念の規定もできないだろうと考えてお

ります。 

 次に、車にある程度依存せざるを得ない

というのは現実にあるわけでございますが、

他方で高齢化の影響というのは、ドライバ

ーの安全面の問題ということにもつながっ

てきておりまして、人口の中で高齢者の方

の比率が増えていけば、当然のことながら

事故を引き起こされる方の中でどれぐらい

高齢者がいるのかという比率も上がってき

てしまうのです。 

 

 それは、ある意味では人口構成の変化の

問題ですけれども、この紺色の線というの

は事故を引き起こされた第１当事者、死亡

事故の比率です。大体人口構成と同じよう
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に、高齢者の占める比率が２割程度になっ

てきているわけです。 

 問題なのは、高齢者の場合は、運転の操

作が不適切なために交通事故を引き起こす

比率が一般の方に比べて倍以上になってお

ります。最近、運転免許の返納を各自治体

等が進めております。しかし、車を手放す

と途端に移動できなくなってしまうという

現実に直面するわけでありまして、運転免

許の返納を進めるのであれば、同時に代替

交通手段の確保をしっかりやりませんと、

これまたうまく施策が進まない、目詰まり

が起きてしまうということだと思います。 

 それから、高齢化してまいりますと、公

共交通を利用するときも段差とかいった障

害が制約要因になってきます。大都市では

バリアフリー法の推進によりまして、エス

カレーター、エレベーター等が急速に整備

されてきておりますし、車いすで乗車でき

るバスも都市部では増えていると思うので

すが、地方になりますとまだまだ進んでい

ない。 

 富山のような非常に先進的な都市では、

まち全体をバリアフリー化して、歩いて暮

らせるまちを目指そうとされている都市も

あるわけでございます。そういう取り組み

を加速して、いろいろな意味でのバリアを

解消していく必要があるだろうと思ってお

ります。狭い意味でのバリアフリー化のみ

ならず、例えば情報提供することで、どう

いったところに、いつどういうサービスが

あるのかということがわかりやすくなる。

情報面でのバリアも解消していく必要がご

ざいますし、支払いもＩＣカードの活用で、

一々切符を買ったりという手間がなくなる

ということでバリアの解消にもなってきま

すので、そういう広い意味での交通環境の

改善が求められているということでありま

すが、残念ながら、こういう投資は収益に

つながりにくいということがございますの

で、交通事業者のみの努力では進まないと

いうことであろうかと思います。 

 

 さらに、地域の公共交通ということを考

えてまいりますと、離島につきましては、

本土あるいは本島から離れているというこ

とで、海を自家用車で渡ることがなかなか

できないわけですので、陸地にいる場合は

ある程度、自家用車を前提に交通体系が考

えられるわけですけれども、離島の場合は

そうもいかないということで、船あるいは

航空がライフラインであるという特殊性が

あります。しかも、全体として高齢化、人

口減少のスピードが一層速いということで

ございまして、この離島の交通についても

光を当てる必要があるということかと思い

ます。 

 そういう状況の中で、これまでとかく事

業者に任せておけば何とか維持してもらえ

るというような思いがあったかと思います
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が、ごらんのようにどんどんそういう状況

ではなくなってきているわけでありまして、

現にだからこそこうして地域公共交通の活

性化・再生に各地でいろいろな取り組みが

されているということでございますので、

いかにこの状態から脱却できるかというこ

とかと思います。 

 全体を総括してみますと、人口が集中し

ていない人口非集中地区においては、統計

からもバス事業の採算性が平均すると５割

程度にすぎません。そういうことで、先ほ

ど申し上げましたように、毎年２,０００キ

ロ以上のバスが廃止されていくということ

で、鉄軌道も１０年間で６３５キロ廃止、

離島の交通も厳しい、運賃も高いというこ

とでございますが、他方でこういう人口が

集中していない地区に住んでおられる高齢

者の数は２００５年で１,０５０万人おら

れるだろうと。 

 全体として人口非集中地区の人口は減り

ますが、その中の高齢者数に限っていいま

すと増えていく傾向にありまして、ピーク

は２０２０年ごろに１,３００万人に達す

ると見られております。学生の数も１００

万人を超えるという状況です。 

 したがって、こういう状況下でできるだ

け外出したい、これからも外出できるよう

にしなければいけないという状況にあるに

もかかわらず、サービスが不十分ですので、

おのずと不満が高まっているということで、

昨年度の白書で調査をしたところ、地方部

の半分以上の方々が不満であると、過疎地

に至っては４分の３が不満だということで、

文字どおり待ったなしの状況になっている

ということでございます。 

 

生活交通サバイバル戦略 

 

 そこで、交通基本法の検討と並行して、

具体的な施策の肝の部分に当たるものとし

て、地域公共交通確保維持改善事業～生活

交通サバイバル戦略というものを要求して

おります。この要求は、現在の８つの異な

る補助制度、すなわち地域公共交通活性

化・再生総合事業をはじめ、鉄軌道の輸送

対策費補助、ＬＲＴ、バリアフリーの鉄道

の関係やバスの移動円滑化、地方バスの運

行維持、離島航路の補助、離島航空の補助

の８本の制度を廃止して、この新しい制度

で要求しております。 

 今年の概算要求の考え方としては、廃止

をすれば全く新しいものに、最大３倍程度

まで要求できるという特別枠要望という仕

組みがございます。これは、要求、要望す



 -7-

る新しい制度が成立しませんと既存のもの

は廃止ですよという厳しい仕組みになって

いますので、今から解説させていただくこ

の新しい要求が通りませんと、もう国の支

援はなくなるという退路を断った要求にな

らざるを得ないという状況です。 

 これから、政策コンテストというプロセ

スを経て、この要望内容が絞り込まれてい

きますけれども、現在、１兆円の枠に対し

て２.９兆円の要望が出ていますから、倍率

にして３倍の要望が政府に対して出ていま

す。ですので、４５３億の要求をしており

ますけれども、当然厳しい競争の中で生き

残らなくてはいけない。現状の制度で申し

ますと、２１５億円の予算が２２年度に計

上されていますから、この分に関しまして

は２倍ちょっとの要求となっておりますけ

れども、そういう中で、いかに勝ち残って

いくかが大きな課題になっております。 

 最終的にどういう形で制度が決着するか

というのは、現時点では見通すことはでき

ませんが、要求の内容を少し解説させてい

ただきたいと思います。 

 大きく分けましてこの事業は３つに分か

れております。 

 １つは、地域公共交通の確保と維持を図

る。まず、何もない交通空白地域に交通を

確保するということ、厳しい状況の運行を

維持するということでございまして、市町

村を主体とした協議会、今の制度で言えば

総合事業のいろいろなデマンド交通とかコ

ミュニティバスのプロジェクト等や地域鉄

道が相当します。それから、都道府県を主

体としたもう少し広域的なものの２つに分

けて確保維持を図っていこうというのが上

の制度です。 

 もう一つがバリア解消促進事業と申しま

して、狭い意味でのバリアフリー化と、Ｌ

ＲＴとかＢＲＴ、ＩＣカード等の広い意味

でのバリア解消のための補助制度というふ

うに考えております。これらは原則２分の

１の補助という考えです。 

 それから、これらの事業を行うときに、

きちっとした調査をして、交通計画を立て

ていただいたところに補助していくという

ことで、調査に対する支援もしていこうと

しています。それによって、３年に限られ

ている総合事業の継続的な支援、それから、

バスなどは広域、複数市町村にまたがる１

０キロ以上の路線のみが対象となっており

ますが、その枠を外して、広くネットワー

クを確保することとしております。 

 それから、これまで赤字に対して事後的

に補てんをしておりますけれども、そうで

はなくて、事前に運行委託を図ることによ

って効率化のインセンティブをビルトイン

しようとしています。さらに、８つの制度

を統合して、統合的な支援にしていこうと

いうことでございます。 
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生活交通サバイバル戦略が目指す変革 

 

 これによって、疲弊する交通事業者に依

存するという仕組み、あるいは地方分権を

しっかり進めようということへの対応、縦

割りですとか事後的補助の限界を見直して、

ばらまきではない、しっかりとニーズのあ

るところに地域の自主性を尊重して、かつ

経営の効率化を促すインセンティブを付与

するような仕組みにしていこうということ

であります。 

 こういった支援措置の充実とあわせまし

て、冒頭にお示ししましたように、交通基

本法につきましては、さらに広い分野をカ

バーいたします。地域の公共交通でいえば

移動権の保障ということが密接に絡みます

が、それ以外の分野、例えば物流を含める

のかとか、まちづくりとの関係をどうする

のかとか、インフラの整備、社会資本の整

備をどのように位置づけるのかとかいった

ことを今検討しています。それから、国の

責務、地方の責務、事業者の責務といった

ことも検討しております。 

 

 日本では何々基本法という法律がござい

まして、最初にできたのは教育基本法です

けれども、現在は３８ございます。そうい

う中で、内閣が提出した法案が１７ござい

ます。残りは議員立法ということです。こ

れら既存の例なども参照して、大体目的と

か基本理念とか責務ですとか、国等が講じ

る基本的な施策、計画などを定めておりま

すので、これにある程度倣った形の法案の

骨子をつくっていくというプロセスに入っ

てございます。 

 今後は、年内は予算の取り組みです。そ

れから、法案の検討ということでございま

すが、まずは予算を何とかしっかりかち取

るということで、ちょうど昨日から、特別

枠要望につきましてパブリックコメントが

スタートしています。１０月１９日まで、

３週間程度のパブリックコメントの期間が

ございますので、こういった分野にご関心

が深い皆様方だと思いますので、ご要望と

かご意見をお寄せいただけるとありがたい

と思っております。 

―― 了 ―― 

 

 


